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はじめに 

 本報告書は、令和三年度『国際知財制度研究会』において検討を行った事項についてと

りまとめたものである。 

 今年度の研究会では、国際的な枠組みにおける知的財産を巡る状況、二国間・地域的な

経済連携協定における知的財産を巡る状況、及び各国における知的財産制度を巡る状況に

ついて議論を行った。 

 第一に、国際的な枠組みにおける知的財産を巡る状況に関して、第１章 I の「医薬品を

めぐる最近の議論の状況」においては、新型コロナウイルス感染症をめぐる知財制度の動

向、医薬品をめぐる最近の議論の状況について検討した。同 II の「WIPO、WTO/TRIPS 理

事会等、知的財産の専門的なフォーラムにおける議論の状況」においては、主として、イ

ンド及び南アフリカによる TRIPS 協定上の一部の義務の免除の提案等について、その問題

点や我が国がとるべき対応等について議論を行った。 

 第二に、二国間・地域的な経済連携協定における知的財産を巡る状況に関して、第２章

I の「近年の RTA における知財章の比較」においては、関連性の高い RCEP と CPTPP、日・ 

EU EPA と日英 EPA をそれぞれ比較分析した。また、併せて我が国との関わりが深い国の

最近の RTA として韓国・イスラエル FTA の分析を行った。 

 第三に、各国における知的財産制度を巡る状況に関して、第３章 I の「米国における最

近の知財関連注目判決及び知財制度改正の動向」においては、米国における最近の知財関

連注目判決及び知財制度改正の動向を分析した。同 II の「BRICS（ブラジル、ロシア、イ

ンド、中国、南アフリカ）における最近の知財関連注目判決及び知財制度改正の動向」に

おいては、ブラジル、ロシア、インド、中国、南アフリカにおける最近の知財関連注目判

決及び知財制度改正の動向を分析した。 

 

 なお、本報告書は研究会における討議を踏まえて作成されたものであるが、執筆者名の

表記がある部分については執筆者が記載したものである。 


